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研究成果の概要（和文）：　本研究課題では、1966年にアメリカの情報公開法(FOIA)が制定された要因と意義に
ついて、市民の「知る権利」の充足が強調されてきたのに対して、新しい見方を打ち出した。情報公開への社会
的圧力に加え、議会が大統領および行政機関を統制する誘因を持っていたことがFOIAの立法につながったこと、
そしてその目的に向けてこれまで注目されてきた連邦議会下院ではなく、上院側が大きな役割を果たしてきたこ
とを示し、FOIA制定の過程と意義について新たな見方を打ち出した。

研究成果の概要（英文）：This research project has presented a fresh perspective on the legislation 
of the 1966 US Freedom of Information Act. The existing research emphasizes the pressure from 
actors, both inside and outside the government, emphasizing the citizens' right to know as the cause
 of the legislation. While this research does not contest the importance such a political movement, 
it demonstrates that Congress had a strong interest in controlling discretionary policy 
implementation by administrative agencies through the accountability reform legislation. This 
research also highlights the role played by the U.S. Senate, especially its Judiciary Committee, in 
the legislation, in addition to the well-documented legislative campaign led by Rep. John Moss.

研究分野： アメリカ政治・政治史

キーワード： アカウンタビリティ　行政機関　行政法　情報公開法　情報の自由法

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　FOIAはアメリカの行政上の重要立法であるだけでなく、世界でも早い段階で成立した情報公開法であり、その
制定史に新たな理解を与えることは、アメリカ行政史および政府のアカウンタビリティに関する比較研究に資す
るものである。とくに、FOIAについては制定後も行政機関による情報の出し渋りが続いたことから、批判されが
ちである。それに対して、本研究では行政処分や規則制定に至る機関内部の意思決定に関する資料を整理・公開
させることも重要なねらいであったことを示して、FOIAの意義に新たな光を当てている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 政府のアカウンタビリティに関しては、社会的にも学術的にも関心が高まっている。情報公開
制度はアカウンタビリティを担保する重要な制度であり、それがいつ、どのように成立するかは
アカウンタビリティ研究でも大きな位置づけを占めてきた。とくにアメリカで 1966 年に成立し
た情報の自由法(FOIA)は、世界的にも早い段階で成立した情報公開法であり、他国で模倣されて
きたということもあって注目されている。 
 FOIA を含む、情報公開制度の導入要因に関する先行研究は、二つの共通の傾向を持ってきた。
第一は、情報公開制度の成立をめぐる政治過程を、情報を出したくない政府と情報を引き出した
い社会（の諸主体）の二項対立としてとらえる傾向である。第二に、情報公開制度で公開が義務
づけられる政府の情報が、どの政府機関のそれであるかに関心を払わないという傾向である。そ
のため、従来の研究は、社会の側がどれだけ政府に圧力をかけて情報を引き出すかという、単純
な図式での分析にとどまってきた。 
 これは、FOIA の成立過程についても同様である。先行研究では外交・安全保障を中心に情報
を秘匿しようとする大統領や官僚に対して、マスメディアや市民の「知る権利」を重視する団体
が立ち上がり、連邦議会のジョン・モス下院議員がその意向を受けて立法に尽力したことが FOIA
の成立につながった、というのが標準的な見方である。 
 しかし、こうした見方には、上の二つの傾向と対応する二つの限界が指摘できる。第一に、FOIA
の成立過程は、情報を出したくない大統領や官僚対連邦議会という、政府機関の間の対立を伴っ
ている。第二に、それと関連して、FOIA によって公開が義務づけられるようになったのは、行
政機関の持っている情報だけである。政府対社会という単純な図式からだけでは、なぜ FOIA を
めぐって政府機関の間で対立が生じたのか、また FOIA で公開されたのが行政機関の情報だけな
のか、という政治過程の重要な諸側面が説明できないという問題がある。 
 
２．研究の目的 
 本研究課題では、上述のような、情報公開制度の成立全般および FOIA の成立に関する先行研
究の限界を踏まえて、FOIA がなぜ成立し、なぜそこで行政機関の持つ情報のみが公開の対象に
なったのかを明らかにすることを目的としている。政府対社会という単純な図式を乗り越えて、
より現実的に、政府内の諸機関や社会の諸主体の間での、情報公開の範囲に関する対立を踏まえ
て、二つの重要な立法の過程を焦点に、20 世紀後半のアメリカの情報公開制度をめぐる政治を
再構成する。それにより、アカウンタビリティに関する政治学の研究とアメリカの政治史学への
貢献を目指す。 
 
３．研究の方法 
 本研究課題における研究の方法は、歴史分析である。ただし、情報公開制度の成立に関する比
較政治分析の知見を背景に、政治史および法制史の手法を組み合わせた形で研究を進めた。具体
的には、政府対社会の図式で FOIA を分析してきた先行研究に対して、以下いくつかの互いに関
連する新しい観点を導入して FOIA の成立過程をより重層的に描き出すことを目指した。 
 第一に、FOIA の成立過程における、政府機関間の対立、具体的には大統領と議会の間のそれ
を正面から検討することである。先行研究では、モスを始めとする連邦議会の議員を、情報公開
を求める社会の諸主体の代理人として捉えている。それに対して、本研究では議員達が市民の
「知る権利」の充実を目指していただけでなく、他にも独自の目的を持って立法にあたっていた
可能性を検討した。情報公開制度成立に関する比較政治分析では、首相・内閣がほぼ常に議会の
多数派に支えられている議院内閣制よりも、議会と大統領が競合関係になりやすい大統領制の
方が、情報公開制度が成立しやすいことが明らかになっている。その意味においても、FOIA に
ついて大統領と議会の関係に注目する意味があるといえる。 
 第二は、なぜ FOIA で情報公開の対象になったのが行政機関のみだったのかを明らかにするこ
とである。アメリカの FOIA 成立史の研究は、比較分析への関心が薄いこともあって、行政機関
の情報だけが公開の対象になったことをごく当然と考えて、その要因を全くといってよいほど
検討していない。本研究では、連邦議会側が政府の全機関でなく行政機関に対象を限ったことに、
議員達の独自の目的が隠されていると考えている。 
 この点は、アメリカ連邦政府における行政機関の位置づけを考えるとき、とりわけ重要である。
アメリカでは、合衆国憲法に行政機関に関する実質的な規定が存在しないにもかかわらず、行政
機関が行政処分や規則制定を通じて憲法で規定された三権の権力を複数用いることが問題視さ
れてきた。そのため、FOIA で公開の対象になったのが行政機関の情報に限られたことは、連邦
政府が行政機関をターゲットにする特別の理由があったことを示唆するのである。 
 こうした観点を踏まえて、本研究では先行研究に加え、連邦議会を中心とする政府機関の公刊
一次資料、新聞・雑誌、また政策当事者の個人文書や連邦議会の関連委員会の非公刊一次資料を
用いて分析を進めた。 
 
４．研究成果 
 本研究の成果は、大きく(1)FOIA が立法された動機、(2)情報公開の対象が行政機関の保有す
るものに限られた理由、そして(3)実際の立法過程の展開、の三点に分けられる。 
 



(1)FOIA 立法の動機に関する本研究の成果 
 すでに触れたとおり、先行研究は、大統領や官僚による情報の秘匿を問題視したマスメディア
などの「知る権利」を主張する諸組織や、それらと共鳴した連邦議会議員が 1950 年代に立ち上
がったことを FOIA 制定の動機とする。本研究はこれが FOIA 制定のきっかけになったことを否
定するものではないが、この説明は FOIA 制定について深刻な限界を抱えている。それというの
も、「知る権利」を主張する諸主体が問題にしていた秘匿情報と、 FOIA で開示されることにな
った情報の対応関係が弱いからである。 
 1950 年代に問題視されたのは、大統領が憲法上持つ執行権に、外交や安全保障に関してアメ
リカの国益にかかわる情報を秘匿する権限が含まれる、と当時のアイゼンハワー大統領が主張
して、大統領や国防総省が関連の情報の開示を連邦議会に対しても拒んだことであった。この権
限は「執行特権」と呼ばれ、その存否や範囲は今日でも議論されている。 
FOIA 制定に関する先行研究は、最新の Kevin Baron(2019)を含め、執行特権への対応が FOIA

制定の動機になったとしている。しかし、FOIA は通常立法であり、対象は行政機関だけだから、
FOIA が成立しても大統領の執行特権の主張を乗り越えることはできない。その点で、先行研究
は人々の執行特権への反発がどのように FOIA につながったのかを説明できていない。 
この点を踏まえて、本研究では執行特権への問題意識の高まりが、人々が政府の情報公開につ

いて検討を始めるきっかけにとどまったと結論づけている。そのうえで、連邦議会では通常立法
で対抗できない執行特権から、行政機関による情報公開を求める方向に関心がシフトしていっ
たとみている。 
 
(2)情報公開が行政機関のみを対象とするようになった理由に関わる研究成果 
 では、なぜ FOIA は行政機関の保有する情報だけを公開させる法律となったのだろうか。先行
研究がいうように、政府対社会という図式で制度が導入されたのであれば、議会など全ての政府
機関が対象になってもよいはずである。実際、「知る権利」運動の参加者はそれを求めていたが、
連邦議会における彼らの協力者達は、当初から行政機関だけを対象とすることにしていた。つま
り、FOIA の成立を理解するには、議会側が行政機関にだけ情報公開させようとする理由を解明
することが不可欠である。 
 本研究では、連邦議会のねらいが、行政機関の政策執行における裁量統制にあったことを明ら
かにしている。上で見た事情から、連邦議会は行政機関が（とくに大統領の支持を受けて）立法
上与えられた裁量を踏み外した形で政策を執行することを警戒している。連邦議会が行政機関
を統制する方法は色々考えられるが、FOIA が検討されるようになった 20 世紀半ばは、ちょうど
それまでの統制手段が意義を失いつつある時期であった。 
20 世紀前半には、行政機関は主に行政処分を通じて政策を執行しており、議会は行政機関が

そのために行う審判を裁判所に類似した厳格な手続きにすることで統制していた。しかし、20 世
紀半ばに行政の主たる政策執行手段は行政処分から規則制定に移行したため、審判の手続きで
は行政機関を統制できなくなっていたのである。 
本研究では、FOIA の制定過程との直接的関連は薄いものの、20 世紀前半から半ばにかけての

時期に、連邦議会による行政機関の統制が手続き重視のものであったこと、そして行政機関の政
策執行手段が徐々に行政処分から規則制定へと移行していったことを跡づけるという、付随的
成果を上げている。この点は、2019 年に刊行された単著 Judicializing the Administrative 
State に反映されている。 
本研究では、行政機関への情報公開の義務づけが、審判の手続きに代わる行政機関の統制手段

と位置づけられたことが、FOIA 制定の重要な原動力になったことを明らかにした。FOIA が行政
手続法の改正として成立したことは、そのことを象徴しているといえる。 
ここで、議会はそれまでのように行政の行動を統制して裁量からの逸脱を防ぐのでなく、政府

外の諸主体に行政機関の持つ情報へのアクセス権を与えることで、行政による裁量の逸脱で不
利益を被った主体が情報公開制度を利用して連邦議会に「通報」できるようになる。それによっ
て、議会が事後的に行政機関を統制できるだけでなく、それを恐れる行政機関は、そもそも裁量
からの逸脱をしにくくなると考えられるのである。 
 
(3)立法過程の展開に関わる成果 
 では、行政機関を統制するための情報公開制度の導入は、具体的にどのような形をとったのだ
ろうか。先行研究は、連邦議会下院の＜政府活動に関する委員会＞に設置された、＜政府の情報
に関する特別小委員会＞とその委員長であったジョン・モス議員に関心を集中させてきた。モス
は間違いなく、FOIA の立法過程を牽引した重要人物であったが、とくに FOIA の諸規定が全て彼
の生み出したものとは言いがたい。 
 本研究では、モスだけでなく、連邦議会上院で 1960 年代初めに行政機関の情報公開立法に関
心を寄せ、この分野の立法を管轄する司法委員会の委員長を務めていた、トマス・ヘニングス上
院議員に注目した。やや乱暴にいえば、モスが FOIA 立法を推進するエンジンの役割を果たした
のに対して、ヘニングスと上院司法委員会が FOIA の中身を決めていくいわばハンドルの役目を
果たしたということができる。ヘニングス自身は、FOIA が成立する数年前に死去しているもの
の、立法の方向性はそこで定められたと考えられる。 



 立法に向けた検討が進む中で、FOIA はある段階から行政手続法の情報開示規定の改正法と位
置づけられるようになったが、実はモスの小委員会は行政手続法に関連する法案を扱う権限を
持ってすらいなかった。この点にも、FOIA の諸規定の方向性がモスとその小委員会によって全
て決定されていったという見方の限界が表れている。 
 
 以上、大きく三つに分けて本研究課題の研究成果について説明してきた。これらいずれの点も、
FOIA の成立に関する先行研究を乗り越える、重要な意義があると考えている。ただし、情報公
開法の制定を連邦議会による行政機関の統制という大きなテーマに位置づけて分析する、とい
う方針をとったため、FOIA の立法過程の本格的な分析の前に多くの予備的な分析をする必要に
迫られた。具体的には、1930 年代から 50年代にかけての議会による行政の統制の歴史を、一次
史料調査も含めた形で振り返る必要があった。 
この作業はかなりの難物であり、それ自体研究成果として刊行できたものの、そのために FOIA

の分析そのものに回す時間が減ってしまったことは残念である。当初の研究計画から 1 年間延
長して研究を進めたものの、まとまった歴史叙述の形で FOIA の成立史を描き出すところまで進
んでおらず、これを進めて英語の論文として刊行することを急ぎ進めたいと考えている。 
また、本研究課題では当初、1974 年に行われた FOIA の重要改正についても検討する予定であ

った。この改正では、行政機関に加え大統領直属の大統領府の一部についても情報公開の対象に
なっており、情報公開の対象となる政府機関の範囲に関心を持つ本研究にとって、きわめて興味
深い。この法改正についても、本研究の提示した視角に基づいて分析をまとめていきたいと考え
ている。 
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